
採用のネック！
『固定残業代』を削減・廃止しよう

２０２３年１月



主な内容

• 「固定残業代」はブラック企業だと勘ぐられる

• これでは集まらない！ 求人票の見本

• 否認が相次ぐ判決

• 割増賃金の正しい計算方法（再確認）

• 労働時間の把握方法（再確認）

• 見直しの事例① 計算根拠を作る

• 見直しの事例② 固定残業代を減額し、基本給を増額

• 見直しの事例③ 固定残業代を廃止

• そこらへんの社労士が犯した見直し事例。基本給が低いブラック企業に

• 根本的な対策は賃金表の作成にある
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「定額働かせ放題」だと思われないように

応募者が少ないとお悩みの会社さんへ

「定額残業代のせいか、応募者が集まらない」

「どうもブラック企業だと思われているようだ」

「やった分の残業代を払う会社になる必要があるかも…」

「でも、どうやって見直したら良いのか？」

「困ったなあ！ 今のままでは採用できない会社になってしまう」
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固定残業代は苦情の的
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これでは集まらない！

求人票の事例①
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求職者の目線は…

「低い基本給だな。きっと賞与も低いだろうな。退職金なんて、スズ
メの涙かも…」

「固定残業代がやたらに大きい。拘束時間が長くて、家に帰るのは
深夜か？」

「３６協定なんて守る気はないのだな。酷い会社だ」
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これでは集まらない！

求人票の事例②
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求職者の目線は…

「固定残業代が19,000円だって。中途半端な額だな」

「『時間外手当は、時間外労働の有無に関わらず、固定残業代として
支給し、１４時間１２分を超える時間外労働は追加で支給』と書いて
あるけど、『１４時間１２分』なんて中途半端だ。本当に超過分を払っ
てくれるのか？」

「基本給が昇給しても、その19,000円は変わらないのでしょ？ だ
としたら、 『１４時間１２分』が減っていくのだろうか？」

「そもそも19,000円なんて、１.２５倍の計算根拠もなさそうだ」
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固定残業代を巡る判決①

【Ｔ事件（平成24年３月８日 / 最高裁第一小法廷判決）】

本件雇用契約は、(略) 基本給を月額41万円とした上で、月間総労
働時間が180時間を超えた場合には、その超えた時間につき１時間
当たり一定額を別途支払い、(略) 月間180時間以内の労働時間中
の時間外労働がされても、基本給自体の金額が増額されることは
ない。(略) 基本給について、通常の労働時間の賃金に当たる部分
と労働基準法第37条第１項の規定する時間外の割増賃金に当たる
部分とを判別することはできないものというべきである。

学ぶべき教訓とは
「所定内給与＋時間外手当」明確に区分されていなければならない。
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固定残業代を巡る判決②

【Ｕ事件（平成20年10月７日 / 東京地裁判決）】

販売手当(略) は、いずれも各店舗の売上等に応じて支給されるも
のであり、これが従業員が時間外労働や深夜労働をした場合に支
給される割増賃金と同様の性質を有するものとはいい難い。(略)
販売手当が時間外勤務手当に代わるものであるという説明をした
とまでは述べていないのであるし、他に販売手当が時間外勤務手
当に代わるものであるという説明をしたことを認めるに足りる証拠
はないから、(略) 販売手当の支払をもって時間外及び深夜の割増
賃金の支払ということはできない。

学ぶべき教訓とは
「歩合 兼 時間外手当」は認められない。 10



割増賃金の計算は適法か？
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労働時間の把握は適切か？
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（２）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法

使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、次のいずれかの方法

によること。

ア 使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。

イ タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎

として確認し、適正に記録すること。

（３）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置

ウ 自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かに

ついて、必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン


